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児童養護施設の自立支援におけるむすびつき創出のための課題

ナラティヴ ・アプ ローチ との関連か ら

高橋菜穂子

1.は じめに

社会福祉における支援の展開をめぐって、従来、そ

の関心の多 くは制度や政策の動向に注がれてきた。 し

か し近年、そのよ うなマクロな視点では とらえきれな

い臨床や、具体的実践のあ りかたを、 当事者 の視点か

ら明 らかにしようとするアプローチが台頭 している。

このような動向は、医療現場、あるいは福祉現場にお

けるナラティヴ ・モデルの登場に影響を受けていると

考え られ る。ナラティヴとは、広義の言語によって語

る行為 と語られたものをさし(や まだ,2007)、 実在概

念から関係概念へ と向か う大きな認識論的転回に基づ

くものである。野口(2005)は 、福祉の実践を基礎づけ

る理論モデルの変遷をた どり、ナラティヴ・モデルが、

従来、社会において 自明視 されてきた 「問題」の実在

そのものを疑 うとい う点において、 これまでの福祉の

あり方 を根本的に変革するモデルであると述べ る。 さ

らに、ナラティヴ ・モデルに基づくと、福祉実践 の目

標も、個人の適応や社会の改良か ら、新たな言語 と意

味の創造へ と転回す るであろ うと指摘 している。 「問

題」の原因を明 らかにし、そこへ専門家が専門的技能

を駆使 して手立てを加えることによって、事態の改善

を目指そ うとい う、従来の福祉実践の枠組みに対 して、

新たに、「問題」がいかに社会行為の中で形作 られてき

たか、そして我 々がそれをどのよ うに意味づけてきた

かに関心が注がれるようになっているのである。 これ

は、福祉の実践は、政策や制度の展開から トップダウ

ン的に論 じられ るだけでは十分に理解できず、福祉実

践の具体的展開における、当事者の相互行為や語 りに

目を向ける必要があるとい う認識が広がっていること

に起因するであろ う。

このような動きと関連 し、児童養護の支援実践をめ

ぐっても、近年、その実践を論 じるにあたって、大き

な転換が求め られている。施設に入所している子ども

の 「問題」、あるいはその家族の 「問題」をみる視点そ

のものが根本的に揺 らぐなか、 どのように子 どもを支

援 して くべきなのか?そ の答えは、児童養護 の当事者

としての子 ども、あるいは最も身近な存在 として子ど

もとかかわる職員の視点へ近づ くことからしか明らか

にできないのではないだろ うか。児童養護 の現場で起

こる具体的実践の中か ら、子どもの生きる世界や、他

者 との関係 のあ り方を とらえ、 ともに支援のあ り方を

模索することが必要 となっている。

本稿は、上記のような問題意識に立ち、児童養護に

おける支援、特に、子 どもの退所をめぐる支援の展開

を、福祉政策の動向 とともに概観 し、その具体的実践

の課題 と展望をナラティヴ ・モデル との関連で論じる

ものである。

2.児 童 養護施設における自立支援

(1)児 童養護施設退所者をめ ぐる動向

児童養護施設に入所 している子 どもは、原則 とし

て18歳 を超えると施設を退所 しなければならない。し

か し、施設を退所 した後の、彼 らへの支援は現行の法

体制の中ではほとんど整備 されてお らず、児童養護施

設を退所 した後、多 くの子 どもは親からの支援もあて

にできず、施設 との関わ りも途切れ、身寄 りのない状

況で社会に放 り出されて しま う。厚生労働省 ・社会保

障審議会 ・児童部会(2011)に よれば、施設に入所 して

いる子 どもの うち、高校卒業後、大学等へ進学 した子

どもの割合は2010年 で13%1で あ り、高校 を卒業 し施
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設 を退所 した後、多 くの子 どもは就職 し自分 で生計を

立てなが ら暮 らすことになる。 しか し、高校卒業後に

就職 した児童養護施設退所者の離職率は、全国平均 と

比べても高い比率を示 してお り2、施設を退所 した後に

自宅に引きこもった り、仕事が長続きしないといった

問題が多 く指摘 されている。2007年 に行われた大阪の

「若年不安定就労・不安定居住者聞き取 り調査」では、

調査対象 となった20代 か ら30代 の不安定居住者76

人 の うち、10人 が施設への入所経験があったことが明

らかになっている(特 定非営利活動法人 釜 ヶ崎支援

機構,2007)。 妻 木(zoii)は これに対 して 「ホームレス化

する施設経験者」とい うショッキングな問題提起を行

っている。

このような、施設経験者の、退所後の不安定な生活

が徐々に問題視 され始め、法整備 を求 める声が徐 々に

高ま りつつある。そもそも、児童養護における自立支

援 の法的整備は、1997年 の児童福祉法改正 に伴い、社

会的養護 を担 う施設の 目的に 「自立支援」が加え られ

(児童福祉法第41条 、44条)、 「保護から自立支援へ」

と児童福祉法の基本理念が転換 したことに基づいてい

る。 これにより、これ までの 「保護の対象 としての子

ども」とい うとらえ方か ら、「権利の当事者 としての子

ども」 とい うとらえ方へ と子ども観が転換 している。

さらにこの改正に関して、1998年 に 「児童養護施設等

における児童福祉法の一部を改正する法律の施行にお

ける係る留意点について」 とい う通知が出され、 ここ

では、児童養護施設の自立支援が 「施設内において入

所児童の自立に向けた指導を行 うことの他、入所児童

の家庭環境の調整や退所後 も必要に応 じて助言等を行

うこと等を通 じ、入所児童の家庭復帰や社会的自立を

支援すること」と定義 された。2005年 度 の児童福祉法

の改正では、それまで各施設の努力義務 として放任 さ

れてきた退所者へのアフターケアが児童養護施設の業

務 として位置づけられ ることにな り、その法的保障の

必要性は行政 レベルで も認識 されるに至っている。そ

れ に応 じて 自治体 レベルでも退所者支援に向けた具体

的な整備が行われつつある。2011年 か ら京都 市が新た

に、退所後 も施設職員が継続 して子 どもの見守 りを続

け られ るよう、非常勤職員を増員 した り、居住費用の

一部を負担す るなど
、退所後のサポー トを強化する3こ

とな どからも、今まさに退所後の支援をめぐる取 り組

みが始まりつつあることが うかがえる。

しか し、実際 には法改正によって、退所後の支援を

実施するための職員加配や経費補助 といった、退所支

援実施に必要な新たな措置が加えられたわけではなく、

職員はこれまで通 りの業務をこなしながら並行 して退

所者支援の業務をお こなっていかなければならない現

状である。そのため、退所者のニーズに十分 こたえる

ことができず、退所者 も困惑 し、現場もジ レンマを抱

えている(伊 藤,2010)。

そ のような状況のなか、施設 を退所 した当事者が主

体となって居場所づ くりや勉強会などの活動を行 う当

事者グループの活動が全国的に広ま りつつあり、2006

年 には、児童養護施設で生活 していた人達 の孤立防止

と施設で生活 していた人達の声が養護や政策に活か さ

れ ることを目指 し、全国で初めて当事者参加型のNPO

法 人 を立ち上げている。

(2)社 会 的養護出身者による当事者活動の発足

社会的養護の当事者は、施設の退所 に際 して、どの

よ うな支援を求めているのだろ うか。その一端は、当

事者の 自助 グループの発足に見て取ることが出来 る。

上述のよ うに、2000年 以 降、社会的養護 当事者による

当事者活動は活発化 している。代表的なものとしては、

東京の当事者を中心 とした当事者団体 「日向ぼっこ」

や、大 阪の 当事者 を中心 と した当事者団体 「CW

(Children'sViewsandVbices)」 の活動がある。活動の

主なもの としては、相談事業、ニューズ レターの発行、

講演会、シンポジウム、研究会の開催等がある。また

当事者団体の多 くが活動の第一に 「居場所活動」を挙

げている(田中,2010)。 このことからも、退所者にとっ

て、社会における自分 自身のよりどころ、他者 とのあ

いだのむすびつきが求められていることが うかがえる。

これ らの当事者団体の運営目的は、児童養護施設退

所者や、現在入所 している子 どもが、安心でき、つな

が りを実感できる場を作ること、さらに当事者の声を

集め、行政や市民に発信し、問題 を共有 しながら福祉

政策の改善を目指そ うとすることにある。 当事者活動

が活発 となり、そこで発せ られた声が社会的養護 に直

接携わる人のみならず、社会的に幅広 く受 け止め られ

ることによって、社会的養護に関する制度の変革につ

ながっていくことが求められる(内 田,2011)。 施設経験

者の声が、現在施設 に入所 している子 どもたちの声 と
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往還的にむすびつくことによってこそ・施設の支援実

践の改善が進むであろ うと考えられるのである。

(3)自立 とは

施設の退所に伴い、身寄 りのない状態で社会に出て

いかなければな らない多くの子 どもたちにとって、退

所後にどのよ うな生活を送るかとい う将来への見立て

は、施設に入所 している間から切実な関心事であ り大

きな不安要素でもある。また、子どもたちを支援する

側の施設でも 「自立支援」 として、子 どもが施設 を退

所した後を見通 した支援が重要な位置を占める。

しか し、現行法のなかには、「自立」 についての明

確な定義づけは行われておらず、諸概念が、体系的な

整理がなされないまま、あいまいに重な り合って成立

しているとい うことが分かる。望月(2004)に よれば、

児童養護における自立とは、身辺 自立、社会的自立、

精神的自立の3層 か らなるものであ り、栗山(2005)

によれば、 「身体 ・心理 ・精神 ・社会 ・経済 ・職業」的

自立 とい う諸側面の要因から構成 されるものである。

このことからも分かるように、施設経験者 にとっての

自立 とは、単に施設を退所 し、就職することや、奨学

金を得て進学することといった経済的な自立のみを指

すような一面的なものではない。 自立 とい う言葉 には

単純化 して示す ことの難 しい複雑な要件が絡み合 って

お り、あいまいにとらえているだけでは、具体的な実

践の指針 とす ることはできない。言葉のもつ意味それ

自体を問い直 していくことが必要である。

それ と同時に、 自立支援を施設におけるケアの中で

いかに実現 していくかが大きな問題 となる。Proppら

(2003)は 、従来、 自立 とい う概念が社会的養護の文脈

で用い られる時には、子 どもが他 を頼 らず 自分の力で

生活 を成 り立たせることを意味していたため、いった

ん施設を退所 した後に子 どもが職員を頼 ってくること

が、子 どもにも職員にもネガティヴにとらえられてし

まう傾 向があった と述べ、それに代わる新たな概念 と

して 「間一自立(interdependence)」 を提唱 している。こ

こでは、他者の力を借 りつつ自立に向か うまでのプロ

セスが想定されてお り、そ こでの子 どもへのエンパ ワ

メン トが重視 される。 田中(2010)は 、社会的養護の退

所者が自立に向か うためには、安定した自分の居場所

の保証が前提 となると述べ、村井(2002)は 、退所者が、

これまでの人間関係や生活環境か ら離れ、新 しい課題

にチャレンジ しようとす るとき、失敗 した り、不安に

なることがあっても無条件に自分 を受け入れて くれる

場所を必要 とすると述べ る。退所者の自立を支えるた

めには、退所者が新 しい生活環境の中で居場所の獲得

す ることを支 えるとともに、帰って くることができる

場所として、いわば自分を受け入れてくれる 「ふるさ

と」のよ うな場として施設を機能 させてい くことも重

要である。

山縣(2009)は 、児童養護施設における退所支援が、

大きくリービングケアとアフターケアとい う二つの特

性を備えてい ると述べ る。リービングケアとは、「退所

準備のためのケア」 と訳 される概念であり、子 どもへ

の 日常的支援の上に、主には施設退所後の社会的自立

を前提に生活拠点の変化 を視野に入れ、それに特化 し

た援助の視点や方法を強調するものである。それに対

してアフターケアとは、施設を退所 した後の相談や援

助 を指す概念である。

そのよ うに考えると、 「自立」 とは単に施設を出る

時点を指す ものではなく、施設を出た後、退所者が真

に心理的 ・社会的な安定 を築くことができることを指

す ものであり、「自立支援」とはそのよ うな状態へ と向

か うプロセスを支えることであると考えられ る。

しかし、前述のよ うに、退所後の子 どもへの支援は、

必要な人員の加配や資源の確保が十分に達成 されてお

らず、個々の職員による、日常業務の合間を縫った、

私的な取 り組みに委ねられてきた。よって、 これ らの

支援 については、取組の体系化 と、施設の機能として

の整備が求められている。

3.福 祉 の実践 とナラティヴ ・モデル

児童養護施設の自立支援をめぐっては、従来その関

心の多くは制度や政策の動向に向けられ、 日常におけ

る具体的実践への関心は少なかった。 しかし近年、児

童養護施設における実践動向として、アセスメン トに

基づ く自立支援計画の作成 と実践 と、社会構成主義に

基づ くナラティヴ ・モデルに代表 される当事者の語 り

を尊重 した実践 とい う二つの方向性を見出す ことがで

きる(林,2004)。 従 来は、子 どもの 「問題」や家族の

「問題」に焦点をあて、客観的指標を用いてそれ らを

測定 し、問題改善に向けた実践を、制度や政策の枠組

みか ら行お うとするアプローチが一般的であった。 し

35



かし、新たなアプローチ として、「問題」の実在そのも

のを問い、当事者の視点に寄 り添い、彼 らの意味づけ

か ら実践 の質 を変容 させていこ うとす る、ナ ラテ ィ

ヴ ・アプ ローチが台頭 している。ナ ラティヴ的な もの

の見方は、自然科学パラダイムに代表 され る論理実証

モー ドと区別 され(ブ ルーナー,199811986)、 種 々の複

雑な文脈の中で、人 と人 との関係性を通 じて、人が己

の体験をどのよ うに意味づけているのかをとらえよう

とす る。こ ういったアプ ローチはソーシャル ワークの

専門性においても抜本的な変容をもたらしている。野

口(2002)は 、 ソーシャル ワークの専門性において、

ナラティヴ ・アプローチが乗 り越えようとす る三つの

前提 として、「内在化」、「専門知」、 「客観主義」をあげ、

さらに新しい専門性 として 「外在化」、 「無知の姿勢」、

「リフレクテ ィング ・チーム」を挙げててい る。 この

よ うなアプ ローチを児童養護の現場での実践に照 らし

合わせると、第一に、「問題」の原因を、子 どもや家族

の内部に求めることはできないとい う認識に立つこと

ができる。そ して、「問題」が様々な文脈や関係性のな

かでいかに構成 され るかとい う点に焦点をあてること

で、他者 との相互行為の中で、子 どもがいかに自分の

生きる世界や、自分の 「問題」を意味づけているのか

とい うことに近づこ うとす る。また、子どもや職員が

生きる世界を、 当事者 である彼 ら以上に知っている人

はいない とい う認識に立ち、支援実践の展開において

も、福祉政策によって枠組みをあらか じめ用意す るの

ではなく、当事者の 自由な語 りを通 じて生きる世界を

共有 し、そ こか ら彼 らを理解し、支援のあ りかたを模

索するとい う方向を目指す。そ して、研究者、あるい

は専門的な立場の職員であっても、中立的な立場から

子 どもとかかわるのではなく子どもの生 きる文脈に寄

り添い、相互的なかかわ りを続ける中で、ともによ り

よい実践へ と向かお うとするのである。

児童養護施設に入所 している子 ども達に対 しても、

その生い立ちや家庭の不全を 「問題」 ととらえ、 さら

にそ こから影響 を受 けた子 どもの さま ざまな行動を

「問題行動」 ととらえ、その 「問題」に対 して 「専門

家」 としての職員や研究者がかかわるとい う視点を脱

し、「問題」を 「問題 に染まった物語」 として とらえ、

当事者の語 りを共有する中か ら支援を展開していくと

い う新 しい実践へ と向か うことができるのである。そ

れ らの実践は、法律や制度か らトップダ ウン的に論 じ

られ るものではな く、当事者 の具体的な実践を通して

実現 されるものである。そして、この観点に立てば、

自立支援 とは、単にアセスメン トを通 して計画を立て

るとい うことにとどまらず、子 どもの人生をともに と

らえ直 し、退所後、子どもが どのように生きるのか、

当事者の語 りを尊重 しながらともに作 り出す実践その

ものであると理解することができるであろう。

4.児 童養護施設職員の語り

(1)児 童養護施設職員とは

社会において、施設経験者や、児童養護の当事者

への関心が高まり、福祉領域全体で、専門性におけ

る新しいアプローチが展開される中、児童養護の実

践も変容を迫られている。

その実践において当事者となるのは、児童養護施

設に入所している子どもにとって最も身近な存在で

あり、入所から退所するまでを通して、 日常的に彼

らの支援にあたる児童養護施設の職員である。児童

養護施設において、子どもへの日常的支援を行うの

は、保育士や児童指導員に代表される直接ケア職員

である(山縣,2005)。現行の児童福祉施設最低基準第

42条 では、児童指導員及び保育士の総数は、満三歳

未満の幼児に対 して二人につき一人以上、満三歳以

上の幼児四人につき一人以上、少年六人につき一人

以上とすると定められ、限られた人員で子どもへの

支援にあたっている。児童福祉施設において行われ

る職員の業務は、レジデンシャルワークと呼ばれ、

これは、すべての子 どもに共通した成長の支援に加

え、子どもが施設で生活 していることに伴う固有の

業務として、家族再統合に向けた取 り組みや、自立

支援 といった役割を含むものである(山縣,2005)。

伊藤(2007)は、児童養護施設に求められるレジデン

シャルワーク機能として、「養育 ・保護機能」「教育的

機能」「治療的機能」「家族援助機能」「地域支援機能」

「自立支援機能」をあげている。ここでは、子どもへ

の保護 ・養育などの直接的支援に加え、親子関係の調

節、地域との関係作 りといった子どもを取り巻くシス

テムへの働きかけや、退所後を見通した自立への支援

が含まれていることが重要である。児童養護施設に入

所している子どもの約9割 に両親または片親が存在す
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る(全国社会福祉協議会,2009)と い う状況の中で、子 ど

もたちは、なぜ 自分が家族 と離れて施設に入所 しなけ

ればな らないのか十分に納得 しがたいまま親 と離れて

生活することを余儀な くされている(楢原 ・藤澤,2009)。

そのような子 どもの複雑な心情に対す る配慮や、親子

双方に働きかけ親子関係を調節 してい くよ うな、家族

への支援機能が必要である。さらに、 これまで述べた

ように、子 どもが施設を退所 した後に、 どのように社

会に出て生 きてい くのかとい うことを見通 し、 日常的

実践 を担っていく必要がある。

(2)職 員 の語 りをとらえる研究

上記 のよ うに、多重の実践を担っている児童養護施

設の職員に対 して、彼 らの実践へのまなざしを、彼 ら

の語 りの中か ら明 らかにしようとする研究はこれまで

ほとんど見 られなかった。児童養護の支援を具体的実

践のなかから論 じるためには彼 らの声を掬い上げるよ

うなアプローチが求められている。

高橋(2011)で は、1名 の児童養護施設職員(A先 生、

女性、インタビュー実施時57歳 、勤続年数10年)へ

のインタビューデータの詳細な検討か ら、児童養護 の

現場における支援 の当事者の視点をとらえ、彼 らの実

践の意味づけを明らかに している。 ここでは、児童養

護施設における日常的な支援の実践は、施設に入所す

る前の子どもの生い立ちや、育った家庭、そ して施設

を退所 した後に子 どもが身を置く社会 との連関の中で

展開 されているとい う職員の実践へのまなざしが明ら

かに されている。

以下では、高橋(2011)の なかで、 自立支援 にかかわ

る語 りを一部抜出し、支援の当事者の語 りの中か ら、

自立支援に対するまなざしを提示 したい。

自立支援は従来、退所前から独居生活を視野に入れ

た生活援助や、社会的 自立を目的 とした退所後のアフ

ターケアを意味す る場合が多 く、その対象は中高生に

限定される傾向にあった。 しかし子 どもの退所後の生

活を安定したものに していくためには、む しろ日常的

ケアの積み重ねの方が重要 となる(林,2004)。 職 員の実

践は以下の語 りに象徴 されるように、 日常的実践のな

かか ら、退所後を見通 し、退所後の生活を安定 させ よ

うとするものであった。

私たちの見てる視線 は、もう、18で 出てか らしか見

てないんです。そこか ら逆算 して、やってるんです。

ここで語 られる 「逆算の子育て」 とはどのよ うなも

のなのだろうか。ここでは、以下の語 りに見 られるよ

うな支援がそれにあたると考えられる。

だか ら、縦。縦割 りの、あの、育て方。その指導を、

職員 に指示す るようになったんです。それ を言葉を落

としていかなならんのです。こうい うことを してた ら、

それは、 どこから出てるんや。 これは小学校 の時に。

うん。小学校の時にちゃんとこうい うことをしとかへ

んかったから、それが出てるんや。 じゃあ、小学校の

時にそれができひんかったのは、どこか らきて るんや、

幼児か らや。幼児か らできてないからやん。

まず、それぞれの子 どもが退所す るときに身に着け

ておくべき課題 を設定し、そこか ら順に、各年齢 に応

じた課題を 「落 として」い く。そ して、それをもとに、

その時その時に身につけ られるべきことを子 どもに指

導す るとい う。これは、「縦割 りの育て方」と語 られる

ように、子 どもの発達軸に対す る一貫 したパースペク

ティブをもとに行われるものである。

さらに、以下でA先 生は、退所後を見通 した際、必

要な実践を 「キャッチボール」 とい う印象的 な言葉を

用いて語っている。

私はね、その、(子 どもが)18(歳)で 出て行った

ら、変な言い方やけど、世間に、キャッチボールをし

たいんです、世間が、受け止めてほしいんです。 ここ

の、施設 の子どもたちを。その、受け止めてもらうた

めにいい球を放 りますよ。その時 に、肩すか しを食わ

ない、世間であってほ しいんです。

児童養護施設退所者 は、退所を機 に身寄 りのない状

態で社会に放 り出され、フォローの少ない状態で 自ら

生計を立て、自活 していかなければならない。ま さに

暗中模索ともいえるような状況の中で、従来の自立支

援政策、制度の枠ではとらえることのできない 「むす

びつき」 を求めている。そのような 「むすびつき」を

作 り出すために、施設 では、社会資源をつなぎ、人的

ネ ッ トワークを駆使 し、 さらに、施設における日常的

実践では子 どもに必要なスキルを身に着けさせ るため

の支援を行 う。そ して、子 どもが施設 を退所 した後は、

37



社会 と施設 とのむすびつきのなかで子 どもを見守って

いきたい とい うまなざしが浮かび上がる。子 どもは施

設 と社会を往還す るよ うなダイナ ミクスの中で育ち、

ここでは、このよ うな往還プロセスが 自立の過程 であ

る ととらえられていると考えられる。

(3)必 要 とされるむすびつきとは

児童養護施設 に入所す る子 どもに対 して、退所 を見

据えた支援 を展開 していくためには、これまで見てき

たように、施設 に入所 している期間からリー ビングケ

アを行ってい くことが必要である。それは、高橋(2田1)

の語 りの事例では、 「逆算の子育て」、 「縦割 りの育て

方」 といった言葉で語 られたものである。退所後を見

据え、施設に入所 している期間か ら行われる実践 とし

て、筆者は特にナラテ ィヴ・モデルの影響を受 けた、

ライフス トー リーワー ク(Ryan&Walker,2007;Chamis,

2002)や 「ことばと絵」のプ ロセス(ターネル ・エセ ッ

クス,200812006)の よ うなアプローチが不可欠である

と考える。これ らはもともとイギ リスで社会的養護を

受 ける子どもたちのために開発 された支援プログラム

であ り、自分の生い立ちをス トー リーとして構成 し直

すプロセスを通 して、子 どもの成育歴や家族 にまつわ

る事情を整理 し、受け止めていくための具体的過程が

示 されている。 こういったナラテ ィヴ ・モデルに基づ

く支援実践 を、 日本の児童養護の実践に取 り入れ よう

とす る研究 もみ られる(楢 原,2009な ど)。施設を退所

した後、新たなむすびつきを生み出 していくためには、

こ ういった過去の生い立ちのとらえ直 しの実践が不可

欠である。なぜなら、過去の体験や、 自らの生い立ち

は、現在の自己に影響 を与えるだけでなく、施設を出

て、他者 との新たな関係性へと向かお うとするときや、

未来の自分を志向するときにも、一貫 して影響 を与え

続 けるものであるからである。

さらに、児童養護施設 を退所した後、さま ざまな社

会資源 を活用 し、社会の中に居場所 を見出していく過

程 を支援することももちろん重要である。これは、個々

の職員や子 どもの努力のみで成 り立つものではなく、

さま ざまな社会資源や人的ネ ットワークとの連関の中

で達成 さるものである。 こういったむすびつきの創出

こそ、退所支援においては重要となる。こ ういったむ

すびつきは、マニュアル化 された り、固定化 したつな

が りではなく、個々の実践において柔軟 にむすびつ く

アクテ ィヴなものであるだろ う。なぜなら、子 どもの

生 きる世界や家族 との関係性はそれぞれ全 く異な り、

一概に論 じることはできないからである
。村瀬(1995)

は、対人援助場面において 「つなぐ」 とい う実践を重

視するが、「つな ぐ」とは単に社会空間的要素をネ ッ ト

ワーキングしてい くことにとどま らず、子 ども達が本

当に求めてい ることとそれを助 ける手だてとをつない

でいくことな ど、多彩で統合的なアプローチを要す る

ものであると述べている。ここでも、退所 をめぐる、

むすびつきの創出は、よ りアクティヴで柔軟な実践 と

してとらえていく必要があることが指摘できよ う。 よ

って、退所をめぐる支援では、切断されたライ フ ・ス

トー リーを紡ぎ直す ことと、退所後の安心できる場を

作 り出すこととい う2つ の層が必要であ り、これらの

支援の展 開を、児童養護施設における支援の基軸に据

える必要があると考える。

5.今 後 の課題

本稿では、児童養護施設に入所 している子 どもへの、

退所 をめぐる支援に焦点をあて、特にナ ラテ ィヴ ・ア

プ ローチを用いて論 じていくことの必要性 とその意義

を概観 した。前述のように、施設退所者へ の支援それ

自体、法体制の整備 を含めて試行錯誤の中で始まった

ばかりであ り、具体的実践を扱った先行研究はほとん

ど見られない。 自立支援をめぐる当事者の声はほ とん

ど明らかにされてきていない。特に、施設の中で 日々

子 どものかかわ り、子 どもの退所をめぐって奮闘 して

いるであろ う職員のまなざしを明らかにす ることは、

今後具体的な実践を問い直していくためには不可欠で

あろう。よって当事者の実践への意味づけか ら、そこ

で生 じる迷いや葛藤を含め、そのあ り方 を明らかにし

てい くことが課題である。そのためには、当事者が 自

らの実践 を意味づけてい く過程そのものに寄 り添 うよ

うなアプ ローが必要である。本稿 で扱 ったナラテ ィ

ヴ ・アプローチは、物語が変化するプロセスに関心を

もつ(や まだ,2007)。 退 所者への支援をめぐる当事者の

語 りに継続的に寄 り添い、語 り手が自身の実践を意味

づけるプロセスに着 目し、これまで 「自立支援」 とい

う抽象的な言葉で語 られる中で捨象 されてきた、退所

38



をめぐるさまざまな葛藤 と、それを とりまく支援のア

クチュアリテ ィを、語 りの中か ら明 らかにてい くこと

が、今後の支援の実践の改善につながっていくであろ

う。 さらに支援者の語 りを、インタビュアー との共同

生成的なや りとりによって生みだ され る生 きもの(や

まだ,2007)と して、社会の変動や当事者のおかれた状

況の変化の中で刻一刻 と変化するプロセスをも含むア

クティヴな行為 としてとらえ、その うえで、現場 でお

こなわれている支援のあ りかたに近づくことが必要で

あると考える。福祉政策や制度 といったマ クロな展開

のなかでは見落 とされるて しまいがちな、人と人 との

何気ないかかわ り、些細な出来事でも分かち合い、相

談 しあえる関係性、そ してその中か ら達成 される支え

合い、励ま し合いに寄 り添いながら、今後、支援のあ

り方 を模索 していきたい と考える。
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注

1「 大 学等への進学」は、平成22年5月 時点で、大

学等(専 修学校 も含む)へ 進学 した子どもの数。これ

に対 し、全国の高卒者の大学等進学率は54%で あ り、

施設出身者 との大 きな格差が問題視 されている。

2全 国児童養護施設協議会 ・調査研究部(2006)「 児童

養護施設における子 どもたちの自立支援の充実に向け

て一平成17年 度児童養護施設入所児童の進路に関す

る調査報告書」によれば、平成16年 度 に卒業 した高卒

児童(840人)の うち、就職 した児童は631人 で、そ

の うち、平成17年 度 中に離職 したものは198人 で、全

体の31.4%を 占 める。

3京 都市の取 り組みの抜粋。(2010年2月2日 付京

都新聞より)

「京都市内では、8カ 所の施設で毎年10人 前後が退

所す る。退所後 も施設職員が継続 して見守 りを続 けら

れるよう、非常勤職員1人 分の人件費を新たに補助す

るほか、退所児童の居住場所として施設が借 り上げた

アパー トなどの家賃の一部(月 額最大約3万 円)を 支

援する。 また、退所前か ら就労を促すため、臨時職

員の人件費を補助する制度 も設ける。厚生労働省によ

ると、退所者の大半は就職せずに家庭に戻ってお り、

就職 して独立するケースは2割 にとどまっている。市

児童家庭課は 「補助制度の新設で、退所者が 自立 して

生活 を送れるよ う支援 を強化 したい」 としてい る。

(2010年02月02日12時30分)」

(博士後期課程 ・日本学術振興会特別研究員)
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